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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　速度閉ループ制御装置（２００）を有する車両（１００）又は商用車両において車速（
ｖＦｚｇ）をアダプティブに閉ループ制御する方法であって、少なくとも以下のステップ
：
基準速度（ｖＲｅｆ）を設定するステップと、
実際の前記車速（ｖＦｚｇ）を前記基準速度（ｖＲｅｆ）へ燃費を抑えて適合するために
、前記車両（１００）のエンジン（７）及び／又はブレーキ（６）及び／又はトランスミ
ッション（８）を、車両目標速度（ｖＳｏｌｌ）及び／又は車両目標減速度（ｚＳｏｌｌ
）に依存して、前記速度閉ループ制御装置（２００）によって制御するステップと
を有する前記方法において、
　前記車両目標速度（ｖＳｏｌｌ）及び／又は前記車両目標減速度（ｚＳｏｌｌ）が、走
行ダイナミクス車両パラメータ（ｖＦｚｇ，Ｍ，Ａ，Ｂ，Ｐ）によって規定される前記車
両（１００）の実際の走行ダイナミクス状況について、少なくとも１つの演算係数（Ｗ，
Ｘ，Ｙ，Ｚ）に依存して決定され、該少なくとも１つの演算係数（Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚ）が、
前記実際の走行ダイナミクス車両パラメータ（ｖＦｚｇ、Ｍ，Ａ，Ｂ，Ｐ）に依存して、
及び前方に位置する区間部分（Ｄ）についての実際の区間情報（Ｉ）に依存して、前記車
両（１００）の外部における外部の演算ユニット（１０）によって提供され、前記前方に
位置する区間部分（Ｄ）が、前記実際の走行ダイナミクス車両パラメータ（ｖＦｚｇ，Ｍ
，Ａ，Ｂ，Ｐ）に基づき設定されることを特徴とする方法。
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【請求項２】
　前記外部の演算ユニット（１０）におけるアルゴリズム（１６）が、前記実際の区間情
報（Ｉ）及び前記車両の位置（Ｐ）に依存して前記少なくとも１つの演算係数（Ｗ，Ｘ，
Ｙ，Ｚ）を導出し、前記少なくとも１つの演算係数（Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚ）を演算するための
前記アルゴリズム（１６）が、該アルゴリズム（１６）によって処理されるべきデータ量
を制限するために、前記前方に位置する区間部分（Ｄ）に存在する区間情報（Ｉ）のみを
考慮することを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記アルゴリズム（１６）によって導出された前記少なくとも１つの演算係数（Ｗ，Ｘ
，Ｙ，Ｚ）が、前記区間情報（Ｉ）を含むマップシステム（１５）において各位置（Ｐ）
についてメモリされ、各位置（Ｐ）に区間部分（Ｄ）及び走行ダイナミクス車両パラメー
タ（ｖＦｚｇ，Ｍ、Ａ，Ｂ，Ｐ）が割り当てられていることを特徴とする請求項２に記載
の方法。
【請求項４】
　前記マップシステム（１５）における前記区間情報（Ｉ）が、インターネット情報サー
ビス（１７）を介して最新に維持されることを特徴とする請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　前記アルゴリズム（１６）が、シミュレーションに基づき、前記前方に位置する区間部
分（Ｄ）についての最も小さな燃費をもたらす前記少なくとも１つの演算係数（Ｗ，Ｘ，
Ｙ，Ｚ）を導出することを特徴とする請求項２～４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項６】
　走行ダイナミクス車両パラメータとして、実際の位置（Ｐ）と、実際の車速（ｖＦｚｇ
）及び／又は実際の車両質量（Ｍ）及び／又は実際に最大限使用可能な駆動トルク（Ａ）
及び／又は実際に最大限使用可能なブレーキトルク（Ｂ）とが用いられることを特徴とす
る請求項１～５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項７】
　前方に位置する前記区間部分（Ｄ）が、前記実際の車両質量（Ｍ）及び前記実際の車速
（ｖＦｚｇ）に依存して又は前記車両（１００）の運動エネルギー（Ｅｋｉｎ）に依存し
て決定されることを特徴とする請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　前記前方に位置する区間部分（Ｄ）の区間部分始点（ＤＳ）及び区間部分終点（ＤＥ）
が、前記最大限使用可能な駆動トルク（Ａ）及び／又は前記最大限使用可能なブレーキト
ルク（Ｂ）に依存して決定されることを特徴とする請求項６又は７に記載の方法。
【請求項９】
　前記車両目標速度（ｖＳｏｌｌ）及び／又は前記車両目標減速度（ｚＳｏｌｌ）を演算
するために、前記実際に最大限使用可能なブレーキトルク（Ｂ）が第１の演算係数（Ｗ）
係数で重み付けされ、及び／又は前記実際の車両質量（Ｍ）が第２の演算係数（Ｘ）で重
み付けされ、及び／又は前記実際に最大限使用可能な駆動トルク（Ａ）が第３の演算係数
（Ｙ）で重み付けされており、及び／又は第４の演算係数（Ｚ）を有する区間情報（Ｉ）
が考慮されることを特徴とする請求項６～８のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１０】
　前記車両目標速度（ｖＳｏｌｌ）及び／又は前記車両目標減速度（ｚＳｏｌｌ）が、前
記車両（１００）における前記速度閉ループ制御装置（２００）において、前記外部の演
算ユニット（１０）によって算出される前記少なくとも１つの演算係数（Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚ
）に基づき演算及び／又は設定されることを特徴とする請求項１～９のいずれか１項に記
載の方法。
【請求項１１】
　前記車両パラメータ（ｖＦｚｇ，Ａ，Ｂ，Ｍ，Ｐ）が、クラウド信号（Ｓｃｌｏｕｄ）
を介して無線で前記外部の演算ユニット（１０）へ伝達され、これに基づき算出される前
記少なくとも１つの演算係数（Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚ）が、前記クラウド信号（Ｓｃｌｏｕｄ）
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を介して無線で前記外部の演算ユニット（１０）から前記速度閉ループ制御装置（２００
）へ送信されることを特徴とする請求項１～１０のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１２】
　前記外部の演算ユニット（１０）がクラウドを基礎とする演算ユニットであり、前記少
なくとも１つの前記演算係数（Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚ）が、前記外部の演算ユニット（１０）に
おいて、複数の車両（１００）に対して同時に提供され得ることを特徴とする請求項１～
１１のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１３】
　区間情報（Ｉ）として、地形（１１）、若しくは上り勾配（１２）、下り勾配（１３）
、カーブ半径（α）を有するカーブ（１８）、区間狭小部（１９）及び／又は制限速度（
１４）及び／又は交通情報（２０）を考慮することが可能であることを特徴とする請求項
１～１２のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１４】
　前記車両目標速度（ｖＳｏｌｌ）が、上限速度（ｖｏ）と下限速度（ｖｕ）の間におい
て設定されることを特徴とする請求項１～１３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１５】
　車両（１００）又は商用車両の速度閉ループ制御装置（２００）であって、請求項１～
１４のいずれか１項に記載の方法を実行するための制御装置（２）と、実際の位置（Ｐ）
を算出するための位置決定システム（３）と、実際の車両質量（Ｍ）を算出するための質
量決定システム（４）と、実際の速度（ｖＦｚｇ）を算出するための車輪回転数センサ（
５）と、エンジン（７）を制御するとともに実際に最大限使用可能な駆動トルク（Ａ）を
提供するための駆動制御装置（ＡＳ）と、ブレーキ（６）を制御するとともに実際に最大
限使用可能なブレーキトルク（Ｂ）を提供するためのブレーキ制御装置（ＢＳ）とを備え
ており、前記制御装置（２）が、走行ダイナミクス車両パラメータ（ｖＦｚｇ，Ａ，Ｂ，
Ｍ，Ｐ）を読み込み、クラウド信号（Ｓｃｌｏｕｄ）を介して無線で外部の演算ユニット
（１０）へ伝達し、前記クラウド信号（Ｓｃｌｏｕｄ）を介して、前記外部の演算ユニッ
ト（１０）から少なくとも１つの演算係数（Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚ）を受信し、該少なくとも１
つの演算係数（Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚ）に基づき、前記車両（１００）の前記エンジン（７）及
び／又は前記ブレーキ（６）及び／又はトランスミッション（８）を制御するために車両
目標速度（ｖＳｏｌｌ）及び／又は車両目標減速度（ｚＳｏｌｌ）を決定するように形成
されており、その結果、実際の車速（ｖＦｚｇ）が、運転者によってあらかじめ設定され
た車両基準速度（ｖＲｅｆ）へ燃費を抑えて適合されることを特徴とする速度閉ループ制
御装置。
【請求項１６】
　請求項１～１４のいずれか１項に記載の方法の実行に適した、請求項１５に記載の速度
閉ループ制御装置（２００）を有する、車両（１００）又は商用車両（１００）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両、特に商用車両における車速を速度閉ループ制御装置によってアダプテ
ィブに閉ループ制御する方法と、この方法を実行する速度閉ループ制御装置とに関するも
のである。
【背景技術】
【０００２】
　車両、特に商用車両には、速度閉ループ制御装置（ＧＲＡ）又はクルーズコントロール
として、車速についての閉ループ制御部が知られている。この閉ループ制御部は、ブレー
キペダルの操作を必要とすることなく、運転者によってあらかじめ設定された基準速度へ
実際の車速を制御する。この種のシステムは、車速を更に予測的に閉ループ制御し、これ
により、基準速度へ達するまでの燃費を抑えた走行態様をあらかじめ設定するアダプティ
ブな閉ループ制御部によって拡張され得る。燃費を抑えたアダプティブな閉ループ制御の
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ために、例えば区間情報、特に前方に位置する区間部分の地形が考慮される。この種のシ
ステムは、例えば予測的なパワートレインコントロール（ＰＰＣ）システムとして知られ
ている。
【０００３】
　特許文献１には、最適な速度プロファイルによる車道ナビゲーションが設けられており
、車両の第１の位置から目的地までのあらかじめ設定された経路について、動的なプログ
ラミングを介して最適な車速が演算される。したがって、例えば走行開始時には、あらか
じめ規定された区間における各箇所についての車両目標速度を示す最適な速度プロファイ
ルが生成され、その結果、区間が最適なエネルギー消費で走行され得る。このとき、速度
プロファイルは車両の外部で算出されるため、集約された演算上の演算動作が車両におい
て実行されない。
【０００４】
　特許文献２には、同様に、あらかじめ設定された開始位置と最終位置の間の速度プロフ
ァイルを演算する方法が示されており、開始位置と最終位置の間で走行されるべき区間が
決定されるか、又はあらかじめ設定される。この走行されるべき区間について最適な速度
プロファイルが生成され、区間情報、例えば勾配、制限速度、状況又はこれに類するもの
が考慮される。このとき、演算は、例えばコンピュータ又はクラウドにおいてあらかじめ
実行され、メモリされるため、あらかじめ算出された区間全体についての速度プロファイ
ルが、走行中に車速の閉ループ制御に用いられることが可能である。
【０００５】
　特許文献３には、速度プロファイルを演算する比較可能な方法が示されており、演算は
、車両の外部においてクラウドを基礎とするコンピュータにおいて行われる。このために
、まず、走行されるべき区間が運転者によってあらかじめ設定され、この区間について、
区間情報に基づき燃費を抑えた速度プロファイルが決定される。
【０００６】
　この場合の欠点は、走行すべき区間全体が演算されるため、あらかじめ規定された区間
の速度プロファイルを決定するために多くの演算の手間及び演算時間が必要となることで
ある。加えて、演算は走行開始前の実際の値に基づいているため、走行中のイベントの際
、例えば新たに発生若しくは解消された渋滞の場合又は車両の不意の積載若しくは荷下ろ
し時には、演算された速度プロファイルが正確でなくなってしまう。
【０００７】
　さらに、特許文献４には、速度プロファイルを算出する方法が示されている。このとき
、走行されるべき走行ルートが特定され、車両の実際の位置が算出される。走行ルートあ
るいは走行ルートの一部については、燃費の最適化を達成するために、速度プロファイル
が、１つのモデルにおいて、特に地形及び駆動装置の特性、例えば加速ポテンシャルに依
存して算出される。さらに、燃費を抑えて例えば勾配を乗り越えることができるように、
車両前方の間隔における加速度を演算することが可能である。
【０００８】
　特許文献５は、下り勾配又は上り勾配における、速度閉ループ制御装置による、車両の
超過速度及び不足速度を閉ループ制御する方法に関するものである。このとき、車速及び
車両質量が算出され、ブレーキ及び駆動部は、超過速度又は不足速度が最小化され得るよ
うに調整される。
【０００９】
　特許文献６は、車両へ作用する向心力に依存して車速を制限する方法に関するものであ
る。このために、検出範囲に位置するカーブが検出ユニットによって認識され、検出範囲
について、特に車両質量及び車速に依存して、車両に作用する向心力が決定される。この
向心力が大きすぎれば、車速が低減される。
【００１０】
　特許文献７には、車両が積載パラメータと、通過すべき道路部分についてあらかじめ決
定される区間情報とに依存して車速が制御される方法が記載されている。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】独国特許出願公開第１０２０１４２０４２０６号明細書
【特許文献２】米国特許出願公開第２０１４／０２７７９７１号明細書
【特許文献３】米国特許第８３８６０９１号明細書
【特許文献４】独国特許発明第１０２００８０３９９５０号明細書
【特許文献５】米国特許出願公開第２０１２／０２８３９２８号明細書
【特許文献６】独国特許出願公開第１０２００９０２２１７０号明細書
【特許文献７】独国特許出願公開第１０２０１２２１４８２７号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明の課題は、燃費を抑えた走行態様を信頼性をもって達成することが可能な、車速
のアダプティブな閉ループ制御の方法を提供することにあり、車両において迅速かつ安価
にデータ処理を可能とするために、特に演算時間及び演算の手間が低減されるべきである
。さらに、本発明の課題は、方法を実行する速度閉ループ制御装置を提供することにある
。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　この課題は、請求項１による方法及び請求項１５による速度閉ループ制御装置によって
解決される。好ましい発展形成は、従属請求項に記載されている。
【００１４】
　したがって、本発明によれば、車両の実際の車速を運転者によってあらかじめ設定され
た基準速度へ適合するようになっており、このための煩雑な演算動作が開部の演算ユニッ
ト、好ましくはクラウドへ委託される。このとき、少なくとも１つの演算係数に頼られ、
この演算係数は、外部の演算ユニットにおいて、走行ダイナミクス車両パラメータに依存
して、及び実際の区間情報に依存して導出される。少なくとも１つの演算係数によって、
例えば本発明による速度閉ループ制御装置の制御装置において、車両目標速度及び／又は
車両目標減速度を決定することができ、この車両目標速度及び／又は車両目標減速度によ
り、実際の車速が基準速度に達するために適合され、燃費を抑えた走行態様が目指される
。このとき、車両目標減速度は正でも負でもよく、これは、例えば車両の駆動部が適当な
駆動トルクで作動されるか、又は車両のブレーキ装置が適当なブレーキトルクで作動され
ることによって達成され、その結果、車速が高められるか（車両目標減速度が正）、ある
いは低減される（車両目標減速度が負）。　
【００１５】
　これに基づき、車両における速度閉ループ制御装置における制御装置の性能について大
きな要求が出されないという利点が得られる。なぜなら、煩雑な演算動作、すなわち、特
に、車両目標速度及び／又は車両目標減速度を決定するための少なくとも１つの演算係数
の決定が外部の演算ユニットに委託されるためである。このとき、外部の演算ユニットは
、ネットワークを介して、無線で、例えば無線通信網、特に移動体通信網を介してインタ
ーネットに接続可能であり、外部の演算ユニットの基盤により、互いに並行した煩雑な演
算動作、例えばシミュレーションを実行することができ、例えばクラウドコンピューティ
ングの形態で動作する外部の演算ユニットには、本発明によるアダプティブな閉ループ制
御システムを有する全ての車両からアクセス可能である。車両外部のこの種の高性能な基
盤を構築することは、本質的により容易であるとともにより低コストである。なぜなら、
各車両に高コストの演算ユニットを取り付け、メンテナンスし、更新する必要がないため
である。
【００１６】
　例えば車両の実際の位置、実際の車両質量、実際の車速、実際に最大限使用可能な駆動
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トルク及び／又は実際に最大限使用可能なブレーキトルクが走行ダイナミクス車両パラメ
ータとして理解され、これら走行ダイナミクス車両パラメータにより、車両の実際の走行
ダイナミクス状況、すなわち、例えば、車両が現位置において現車速からどのくらい迅速
に制動又は加速され得るかを定義することができる。
【００１７】
　このことは、車速のアダプティブな閉ループ制御に対して実際の車両パラメータが考慮
されるという利点を有しており、その結果、例えば途中での積載又は荷下ろし後の車両質
量の変化する場合又は車速が予定された速度プロファイルと異なる場合にも、実際の位置
について、燃費を抑えた走行態様の達成のために、車速の信頼性のあるアダプティブな適
合が可能となる。このために、車両パラメータは、車両において決定されるとともに、例
えば車速に依存して定常的に外部の演算ユニットへ送信されるため、少なくとも１つの演
算ユニットを実際の走行ダイナミクス車両パラメータに基づき算出することが可能である
。
【００１８】
　本発明によれば、少なくとも１つの演算係数の算出時に、車両の位置の前方に位置する
区間部分における、例えば外部の演算ユニットにおけるマップシステム（カードシステム
；Ｋａｒｔｅｎｓｙｓｔｅｍ）にメモリされている実際の区間情報が考慮される。区間情
報として、例えば地形、すなわち上り勾配、下り勾配又はカーブ、また制限速度又は混雑
、交通渋滞／交通密集又は交差点、信号機若しくはこれに類するものの前に存在する交通
及び／又は場合によっては信号が変わるタイミングを考慮したものとしても理解される。
　
【００１９】
　したがって、外部の演算ユニットにおける少なくとも１つの演算係数の算出時には、実
際の位置及び車両の前方に位置する区間部分における地形又は前方の渋滞も導入すること
が可能である。有利には、この区間情報は、外部の演算ユニットあるいはマップシステム
が実際の区間情報における変更時に更新されることで最新に維持されることが可能である
。これにより、車両における追加的な演算の手間及びメモリ容量を削減することができる
。なぜなら、車両の制御装置を更新し、実際の地形をメモリする必要がなく、外部の演算
ユニットのみで車両の制御装置を更新し、実際の地形をメモリすればよいためである。外
部の演算ユニットには本発明によるアダプティブな閉ループ制御システムを有する全ての
車両からアクセス可能であるため、実際の区間情報は、中央箇所においてのみ更新される
ことができ、これにより、更新の手間を削減することが可能である。したがって、演算係
数も常に最新に維持され、その結果、実際に生じる結果、特に例えば新たな渋滞のような
実際の交通情報においても、燃費を削減した走行態様を維持することが可能である。
【００２０】
　好ましくは、外部の演算ユニットには、少なくとも１つの演算係数を導出するためのア
ルゴリズムが設けられており、このアルゴリズムは、特にマップシステムにおける所定の
位置についての少なくとも１つの演算係数をあらかじめ決定する。このために、アルゴリ
ズムによって、例えばマップシステムにおける個々の位置において、走行ダイナミクス車
両パラメータについての異なる値と、前方に位置する区間部分についての異なる値とに依
存して様々な車両目標速度及び／又は車両目標減速度についてのシミュレーションを行う
ことができるとともに、このシミュレーションに基づき、わずかな燃費をもたらす、適当
な位置についての演算係数を導出することが可能である。そして、この演算係数は、走行
ダイナミクス車両パラメータの対応する値と、対応する位置についてのマップシステムに
おける区間部分についての値と共にメモリされる。　
【００２１】
　適当な位置において走行する車両が走行ダイナミクス車両パラメータを外部の演算ユニ
ットへ送信すると、外部の演算ユニットは、この位置についてメモリされた、又は新たに
送信された走行ダイナミクス車両パラメータによって算出された、この走行ダイナミクス
車両パラメータについての演算係数をこの車両における速度閉ループ制御装置の制御装置
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へ返信することができ、この制御装置は、単純な演算動作により、車両目標速度及び／又
は車両目標減速度を演算するとともに、実際の車速を適当な態様で車両目標速度へ適合さ
せるために、車両のエンジン及び／又はブレーキ及び／又はトランスミッションを制御す
る。
【００２２】
　そして、車両目標速度を演算するために、速度閉ループ制御装置において、例えば、実
際に最大限使用可能なブレーキトルクが第１の演算係数で重み付けされ、実際の車両質量
が第２の演算係数で重み付けされ、及び／又は実際に最大限使用可能な駆動トルクが第３
の演算係数で重み付けされ、その結果、制御装置では、単純な演算動作、例えば個々のフ
ァクタの乗算のみが行われる。加えて、第４の演算係数によって、例えば付加的に制限速
度又は別の区間情報を考慮することが可能である。これに代えて、例えば所定の車両パラ
メータが車両において使用可能でない場合には、個々の演算係数のみを車両目標速度の演
算のために考慮することも可能である。
【００２３】
　車両目標速度を演算するために、速度閉ループ制御装置では、例えば同様に最大限使用
可能なブレーキトルクの重み付け及び／又は最大限使用可能な駆動トルクの重み付けが、
適当に送信され、外部の演算ユニットによって算出された演算係数によって行われること
ができ、その結果、単純な演算動作のみを車両における制御装置において行うことができ
る。
【００２４】
　これに代えて、演算係数を経験値に基づいてアルゴリズムによって導出することも可能
である。例えば、外部の演算ユニットへのアクセスを有する車両が燃費を抑えた車速で区
間部分に沿って走行していれば、この車両の走行ダイナミクス車両パラメータは、燃費を
抑えた車速に対応する演算係数と共にアルゴリズムによって算出されることができ、マッ
プシステムにおける適当な位置についてメモリされることが可能である。したがって、類
似の走行ダイナミクス車両パラメータを有する車両も同様にこの演算係数に依拠すること
が可能である。
【００２５】
　したがって、単純な演算動作、例えば単純な乗算又は加算と複雑な演算動作、例えばシ
ミュレーションの分離が行われ、単純な演算動作は車両の制御装置において実行されるこ
とができ、複雑な演算動作は高性能の基盤を有する外部の演算ユニットへ伝送される。こ
れに代えて、全ての演算動作を外部の演算ユニットへ委託することも可能である。外部の
演算ユニットが不要な演算の手間を伝送しないように、車両においても実行可能な単純な
演算動作は、有利には各車両における制御装置へ委託される。
【００２６】
　外部の演算ユニットの負荷を更に軽減するために、本発明によれば、車両目標速度及び
／又は車両目標減速度あるいは演算係数を所定の前方に位置する区間部分についてのみア
ルゴリズムによって決定させるようになっており、前方に位置する区間部分は、特に、実
際の車両質量及び実際の車速から得られる車両の実際の運動エネルギーに依存して算出さ
れる。
【００２７】
　これにより、有利には、より大きな運動エネルギーを有する、すなわちより大きな車両
質量及び／又はより大きな車速を有する車両がより長い制動距離又はより長い加速距離を
有しており、したがって、より長い前方に位置する区間部分が車両目標速度及び／又は車
両目標減速度の燃費を抑えた演算のために考慮されることを考慮することが可能である。
これに対して、より軽量な車両においては、より短い前方に位置する区間部分が重要であ
る。なぜなら、車両は同一の車速においてよりわずかな運動エネルギーを有しており、し
たがって、より迅速に制動又は加速され得るためである。
【００２８】
　これにより、有利には、外部の演算ユニットにおける演算をアルゴリズムによってより
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効率的に構成することが可能である。なぜなら、アルゴリズムは、実際に必要となる車両
目標速度及び／又は車両目標減速度の演算時に区間情報のみを用いるためである。したが
って、車速の信頼性をもったアダプティブな閉ループ制御をおこなうことができ、演算の
手間及び演算時間が最適化される。加えて、重要なデータのみが提供されるため、外部の
演算ユニットにおいては不要なデータが委託及び処理されず、その結果、処理されるべき
データ量が制限され、したがってリソースを全体として削減することができる。
【００２９】
　有利には、走行ダイナミクス車両パラメータ、最大限使用可能な駆動トルク及び最大限
使用可能なブレーキトルクを前方に位置する区間の設定時に考慮することも可能である。
これにより、例えば、車両の前方に位置する区間部分の区間部分始点を設定することがで
き、この区間部分始点は、車両が車速の変化にどのくらい迅速に反応可能であるか、すな
わちどのくらい迅速に制動及び加速が可能であるかを考慮する。このことは、前方に位置
する区間部分が区間部分始点から延びる区間部分終点への影響も有している。なぜなら、
大きな運動エネルギー及びわずかな最大限使用可能なブレーキトルクあるいは駆動トルク
を有する車両が、同一の運動エネルギーを有するもののより大きな最大限使用可能なブレ
ーキトルクあるいは駆動トルクを有する車両よりも短い制動距離あるいは加速距離を有し
ているためである。
【００３０】
　したがって、走行ダイナミクス車両パラメータに基づき区間部分を算出することができ
、この区間部分のために、わずかな演算の手間及び最適な演算時間によって、信頼性を持
った、燃費を抑えた車速の閉ループ制御を達成することが可能である。加えて、実際の車
両パラメータに依拠することで、前方に位置する区間情報、例えば生じた渋滞又は制限速
度にやはり信頼性をもって対応することができるように、区間部分を非常に正確に実際の
走行ダイナミクスに適合させることが可能である。
【００３１】
　このとき、さらに、前方に位置する区間部分は、運転者によってあらかじめ設定された
走行ルートに依存することができ、その結果、それぞれ考えられる区間部分が考察される
のではなく、計画された走行ルートにおける区間部分のみが考察される。このことは、走
行ルート上に位置する所定の区間部分についての演算係数のみに基づくことで、有利には
、同様に演算係数の提供時に外部の演算ユニットによって考慮され得る。
【００３２】
　前方に位置する区間部分についての演算係数を決定するときに、車速の変化も間接的に
確定されることが可能であり、すなわち、前方に位置する車両に対する走行ダイナミクス
パラメータに依存したイベントがいつから重要であるかを確定することが可能である。例
えば、下り勾配の後の上り勾配において制限速度がある場合には、車両の制動、したがっ
て車速あるいは演算係数の変化が、平坦又はやや上りの車道の後の上り勾配における制限
速度の場合とは異なるように行われる。したがって、本発明によれば、同様に、実際の車
速からどのくらい早く車両目標速度が達成されるべきかを区間情報に依存して閉ループ制
御することが可能であり、このことは、同様にアルゴリズムによって考慮される。
【００３３】
　さらに、車両目標速度及び／又は車両目標減速度の燃費を抑えた達成のためのブレーキ
及び／又はエンジン及び／又はトランスミッションの制御時には、例えば運転者によって
あらかじめ設定され得るか、又は自動的に設定される上限速度及び下限速度を考慮するこ
とが可能である。これにより、有利には、どの制限速度値内で車速を制御すべきかを設定
することが可能である。上限速度として、例えば運転者によって車両の最高速度があらか
じめ設定され得るか、又は外部の演算ユニットによって自動的に制限速度があらかじめ設
定され得る。下限速度は、上限速度又は車両設定と、例えば走行時間又は例えば最低速度
若しくは推奨速度を有する高速道路のような走行区間部分によって決定されている、運転
者がその目標の達成を希望する最低速度とに基づいて設定されることが可能である。　　
【００３４】
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　特に、上限速度及び下限速度はアルゴリズムによって考慮されることも可能であり、そ
の結果、これに依存して燃費を抑えた車両目標速度及び／又は車両目標減速度もあらかじ
め設定できるように、これら上限速度及び下限速度は、同様に演算係数の算出時に重要で
ある。
【００３５】
　以下に、本発明を添付の図面に基づいて説明する。
【図面の簡単な説明】
【００３６】
【図１】電子制御される空圧的なブレーキシステムを有する車両をブロック図として示す
図である。
【図２】例示的な速度プロファイルを示す図である。
【図３ａ】例示的な区間部分を示す図である。
【図３ｂ】例示的な区間部分を示す図である。
【図４】方法を実行するためのフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００３７】
　図１による実施形態は、車速ｖＦｚｇのアダプティブな閉ループ制御のための、クルー
ズコントロールとしても知られた速度閉ループ制御装置２００の一部である本発明による
制御装置２を有する車両１００、例えば商用車両に関するものである。このとき、制御装
置２は、位置決定システム３、例えば全地球測位システム（ＧＰＳ）に接続されており、
このシステムは、車両１００の実際の位置Ｐを制御装置２へ伝達する。さらに、制御装置
２内には、車両１００の実際の車両質量Ｍがメモリされている。このとき、車両質量Ｍは
、あらかじめ算出されメモリされるか、又は質量決定システム４、例えば軸重センサ又は
電子的なエアバネ装置によって定常的に算出され、車両１００の負荷の変化時に実際の車
両質量Ｍを算出することができるように、制御装置２へ伝達される。
【００３８】
　加えて、制御装置２は、車両１００の、実際に最大限使用可能な駆動トルクＡと、実際
に最大限使用可能なブレーキトルクＢとがメモリされており、これら駆動トルク及びブレ
ーキトルクは、駆動制御装置ＡＳあるいはブレーキ制御装置ＢＳによって制御装置２へ出
力されることができるとともに、どのくらいの駆動トルクＡあるいはどのくらいのブレー
キトルクＢによって車両１００が最大限に加速され得るか、あるいは最大限に制動され得
るかを示すものである。さらに、車両１００の走行ダイナミクス特性が推定され得るか、
あるいは走行ダイナミクス状況が特定され得る。そのほか、車両１００の実際の車速ｖＦ
ｚｇは、例えば車両１００の車輪１に配置された車輪回転数センサ５によって検出される
。これに代えて、実際の車速ｖＦｚｇは、位置決定システム３によって算出された位置Ｐ
の変化、又は例えばレーダ／ライダセンサ若しくはカメラのような少なくとも１つの車両
周辺センサ２１のセンサ信号ＳＵ、車速閉ループ制御装置２００、特に制御装置２に基づ
いても導出されることが可能である。
【００３９】
　本発明によれば、車速ｖＦｚｇは、車速閉ループ制御装置２００においてアダプティブ
に閉ループ制御される。このために、まず、車両目標速度ｖＳｏｌｌ及び／又は車両目標
減速度ｚＳｏｌｌが制御装置２によって演算される。つづいて、ブレーキ制御装置ＢＳに
よってブレーキ６が、及び／又は駆動制御装置ＡＳによってエンジン７が、及び／又はト
ランスミッション制御装置ＧＳによって車両１００のトランスミッション８が、車速ｖＦ
ｚｇが車両目標速度ｖＳｏｌｌ場合によってはあらかじめ設定された車両目標減速度ｚＳ
ｏｌｌに適合されるように制御される。このとき、車速ｖＦｚｇのアダプティブな閉ルー
プ制御は、ブレーキ６及び／又はエンジン７及び／又はトランスミッション８の制御によ
って試みられる車速閉ループ制御装置２００の形態に従い基準速度ｖＲｅｆを維持するよ
うに機能する。　
【００４０】
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　このとき、基準速度ｖＲｅｆは、運転者によってあらかじめ設定される。加えて、上限
速度ｖｏ及び下限速度ｖｕがあらかじめ設定される。そして、制御装置２における車速ｖ
Ｆｚｇのアダプティブな閉ループ制御は、車速ｖＦｚｇを基準速度ｖＲｅｆへ適合させる
ために、上限速度ｖｏと下限速度ｖｕの間にある目標速度ｖＳｏｌｌ及び／又は車両目標
減速度ｚＳｏｌｌをあらかじめ設定する。このとき、車両目標速度ｖＳｏｌｌ及び／又は
車両目標減速度ｚＳｏｌｌの演算はアダプティブに行われ、すなわち、本発明により、車
両目標速度ｖＳｏｌｌは、上限速度ｖｏと下限速度ｖｕの間で、前方に位置する区間部分
Ｄについてできる限りわずかな燃費が達成され得るように調整される。すなわち、必ずし
も迅速に基準速度ｖＲｅｆが車両目標速度ｖＳｏｌｌとして設定されるのではなく、場合
によっては車両目標減速度ｚＳｏｌｌを考慮してできる限り燃費を抑えてあらかじめ設定
された基準速度ｖＲｅｆへ近づく車両目標速度ｖＳｏｌｌが、速度限界値ｖｏ，ｖｕ内で
選択される。ここで、速度ｖｕ，ｖｏ，ｖＲｅｆ，ｖＳｏｌｌの例示的な経過が、図２に
時間ｔにわたって依存して記載されている。
【００４１】
　図示の実施形態によれば、車両目標速度ｖＳｏｌｌ及び車両目標減速度ｚＳｏｌｌの演
算は以下のとおり行われる：
【００４２】
　制御装置２は、車両パラメータとして、特に車両１００の実際の位置Ｐ、実際の車速ｖ
Ｆｚｇ、車両１００の実際の車両質量Ｍ、最大限使用可能な駆動トルクＡ及び最大限使用
可能なブレーキトルクＢを無線で、例えば移動体通信網を用いて、クラウド信号ＳＣｌｏ
ｕｄを介して外部の演算ユニット１０へ送信する。車両パラメータｖＦｚｇ，Ａ，Ｂ，Ｍ
，Ｐにより、特に車両１００の実際の走行ダイナミクス状況を特徴付けることができ、す
なわち、車両質量Ｍを有する車両１００が車速ｖＦｚｇからどのくらい迅速に制動され得
るか、又は加速され得るかを特徴付けることができる。
【００４３】
　この場合、外部の演算ユニット１０は、クラウドコンピューティングの原理により動作
し、すなわち、制御装置２が、車両自体が実際に決定することができ、車両目標速度ｖＳ
ｏｌｌ及び／又は車両目標減速度ｚＳｏｌｌの演算に必要な車両１００の全ての車両パラ
メータｖＦｚｇ，Ａ，Ｂ，Ｍ，Ｐを無線で、例えば移動体通信網又はこれに類するものに
よって、ネットワークＮ、例えばインターネットを介して外部の演算ユニット１０へ送信
する。この演算ユニットは、その基盤において、大規模で複雑な演算オペレーションを実
行することができるとともに、この演算オペレーションの結果をネットワークＮを介して
無線で制御装置２へ返信することが可能である。制御装置２では、どちらかといえば車両
目標速度ｖＳｏｌｌ及び／又は車両目標減速度ｚＳｏｌｌを得るために、更に単純な演算
オペレーションのみが実行されるか、又は、結果が、ブレーキ６及び／又はエンジン７及
び／又はトランスミッション８の制御のために直接用いられる。
【００４４】
　この実施例によれば、外部の演算ユニット１０は、実際に存在する車両パラメータｖＦ
ｚｇ，Ａ，Ｂ，Ｍ，Ｐに基づき、演算係数Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚを制御装置２へ送信し、演算係
数Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚは、制御されるべき車両目標速度ｖＳｏｌｌの演算について決定的なも
のであり、この実施例によれば、例えば以下が成り立つ：
　　　　　　　　　ｖＳｏｌｌ＝Ｗ・Ｂ＋Ｘ・Ｍ＋Ｙ・Ａ＋Ｚ
【００４５】
　この場合、第１の演算係数Ｗは最大限使用可能なブレーキトルクＢを重み付けし、第２
の演算係数Ｘは車両１００の実際の車両質量Ｍを重み付けし、第３の演算係数Ｙは最大限
使用可能な駆動トルクＡを重み付けする。制限速度１４の場合には、第４の演算係数Ｚは
制限速度１４の値と同一である。制限速度１４が存在する場合には、上限速度ｖｏを制限
速度１４へ低減させることができ、その結果、車両目標速度ｖＳｏｌｌについて、上限速
度ｖｏよりも小さな値のみが許容されている。同時に、これに比例する下限速度ｖｕの低
減も行うことができ、その結果、速度限界ｖｕ，ｖｏ内での燃費を抑えた閉ループ制御が
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可能となる。これに代えて、第１の、第２の及び／又は第３の演算係数Ｗ，Ｘ，Ｙをゼロ
に設定することも可能であり、その結果、車速ｖＦｚｇは、制限速度内で制限速度１４の
値に維持される。
【００４６】
　このとき、演算係数Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚは、車両１００の各位置Ｐについて、及び適当な車
両パラメータｖＦｚｇ，Ｍ，Ａ，Ｂについて、例えば外部の演算ユニット１０において、
マップシステム１５内にメモリされている。外部の演算ユニット１０において実行可能な
アルゴリズム１６によって、各位置Ｐについての演算係数Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚをマップシステ
ム１５に提供することが可能である。アルゴリズム１６は、マップシステム１５にメモリ
された、車両１００の前方に位置する区間部分Ｄにおける区間情報Ｉに基づき演算係数Ｗ
，Ｘ，Ｙ，Ｚを導出する。加えて、外部の制御ユニット１０におけるアルゴリズム１６に
よって、異なる演算係数Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚ及び固定された車両パラメータｖＦｚｇ，Ａ，Ｂ
，Ｍ，Ｐについての燃費がシミュレーションされ、この位置Ｐに対する最小の燃費につい
ての演算係数Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚがメモリされる。これに代えて、この位置において既に走行
中であり、その燃費から最適な燃費が選別される車両１００の燃費をアルゴリズムが監視
することで、外部の演算ユニット１０も経験値に頼ることが可能である。そして、この車
両１００の車両目標速度ｖＳｏｌｌに基づき、演算係数Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚを決定し、この位
置Ｐについてメモリすることが可能である。
【００４７】
　適宜の車両１００がクラウド信号ＳＣｌｏｕｄを介して車両パラメータｖＦｚｇ，Ａ，
Ｂ，Ｍ，Ｐを外部の演算ユニット１０へ送信すると、この外部の演算ユニットは、これに
対応して、位置Ｐについてメモリされている演算係数Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚを速度閉ループ制御
装置２００へ返信する。そして、制御装置２は、上述の数式による演算係数Ｗ，Ｘ，Ｙ，
Ｚに基づき、大きな演算の手間なしに車両目標速度ｖＳｏｌｌを演算し、これに合わせて
、エンジン要求、ブレーキ要求及び／又はトランスミッション要求を指示することが可能
である。
【００４８】
　ここでは、区間情報Ｉとして、地形１１、すなわち例えば上り勾配１２、下り勾配１３
、曲率半径αを有するカーブ１８又は区間狭小部１９、また制限速度１４、交通情報２０
又はこれに類するものも考慮される。制限速度１４及び交通情報２０は、外部の演算ユニ
ット１０において、適宜のインターネット情報サービス１７を介して最新の状態に維持さ
れることが可能であり、その結果、車両目標速度ｖＳｏｌｌの演算時に、例えば迅速に交
通情報２０に対して対応することが可能である。地形１１を、高さプロファイルを有する
区間経過がメモリされているマップシステム１５に基づき、外部の演算ユニット１０によ
って得ることが可能である。そして、位置Ｐから、前方に位置する区間部分Ｄについて、
マップシステム１５に基づき地形１１を算出することができ、この地形１１は、マップシ
ステム１５において常に最新に維持されることができる。例えば、このような区間部分Ｄ
を有する区間経過が図３ａ及び図３ｂに図示されており、図３ａには高度差が図示された
側面図が示されており、図３ｂには、カーブ１８及び区間狭小部１９を有する平面図が示
されている。
【００４９】
　さらに、外部の演算ユニット１０は、上限速度ｖｏ及び下限速度ｖｕも通知することが
でき、その結果、これら上限速度及び下限速度が、演算係数Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚの算出時に燃
費を抑えた走行態様のために考慮されることが可能である。
【００５０】
　実際の位置Ｐを介して、外部の制御ユニット１０あるいはアルゴリズム１６は、例えば
、制限速度１４がどのくらいまだ離れているか、したがってどのように演算係数Ｗ，Ｘ，
Ｙが、緩慢に、特に地形１１、例えば上り勾配１２又は下り勾配１３に依存して制限速度
１４へ入るまでにゼロへ低下されるかを更に考慮することができ、その結果、急ブレーキ
又は急加速を生じさせないために、したがって燃費を抑えるために、いわば、車速ｖＦｚ
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ｇにおける変化が、区間経過におけるイベントがどのくらい迅速に、あるいはいつから考
慮されるべきかに依存して調整され得る。
【００５１】
　したがって、最大限使用可能な駆動トルクＡあるいは第３の演算係数Ｙの重み付けが下
り勾配１３において上り勾配１２よりも前にあらかじめゼロに設定されることができる。
なぜなら、下り勾配１３においては、最大限使用な可能な駆動トルクＡは重要でないため
である。最大限使用可能なブレーキトルクＢあるいは第１の演算係数Ｗは、上り勾配１２
においては重要ではないが、下り勾配１３においては重要である。これに対し、車両質量
Ｍは、上り勾配１２においても、また下り勾配１３においても、燃費を抑えた加速及び制
動にとって重要であるため、第２の演算係数Ｘは、制限速度１４に到達するまでゼロより
も大きい。
【００５２】
　アルゴリズム１６は、演算係数Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚの検出時に、例えば、上限速度ｖｏと下
限速度ｖｕの間にある車両目標速度ｖＳｏｌｌが制御されるときに、車両１００がその実
際の車速ｖＦｚｇから最大限使用可能な駆動トルクＡによって前方の上り勾配１２又は下
り勾配１３を最小の燃費で越えることも考慮し、このとき、前方の上り勾配１２又は下り
勾配１３がどのくらいの長さか、及び前方の上り勾配１２に下り勾配１３がつづくか、あ
るいは下り勾配１３に上り勾配１２がつづくかが考慮される。例えば、車両目標速度ｖＳ
ｏｌｌが上り勾配の頂点直前で下限速度ｖｕへ低減されることができ、このとき、頂点の
後に車両１００がエンジン制御なしに基準速度ｖＲｅｆへ加速され得る下り勾配１３がつ
づくことが考慮される。このことは、ブレーキ制御がなされることなく下り勾配１３から
上り勾配１２へ、又は車両が滑走によって上限速度ｖｏから基準速度ｖＲｅｆへ制動され
得る平面へ移行する際のブレーキ制御にも当てはまる。
【００５３】
　このとき、上限速度ｖｏは、例えば車両１００の最大速度ｖｍａｘに依存して、また場
合によっては存在する制限速度１４に依存して、前方に位置する区間部分Ｄについて設定
され得る。下限速度ｖｕは運転者によって設定され得るとともに、車両１００がどのくら
い迅速にその目的地へ到達すべきかを考慮することができる。さらに、下限速度ｖｕは、
駆動トルク又はブレーキトルクあるいは車両質量Ａ、Ｂ，Ｍについての車両パラメータに
基づいて、又は運転者によって設定された上限速度ｖｏに依存して設定されることが可能
である。
【００５４】
　一実施形態においては、演算係数Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚを決定するためにアルゴリズム１６に
よって考慮される前方に位置する区間部分Ｄは、車両１００において実際に存在する運動
エネルギーＥｋｉｎ＝Ｍ・ｖＦｚｇ２、すなわち実際の車両質量Ｍと実際の車速ｖＦｚｇ
に依存する。大きな車両質量Ｍ及び大きな車速ｖＦｚｇを有する車両１００が存在する場
合には、より大きな運動エネルギーＥｋｉｎが車両１００に存在するため、例えば制動過
程について進んだ（制動）距離が大きくなる。したがって、運動エネルギーＥｋｉｎを有
する車両１００においては、より大きな区間部分Ｄも考慮に入れられることができ、この
区間部分内では、ブレーキ制御又はエンジン制御によって、地形１１、交通情報２０又は
制限速度１４に対して対応することが可能である。わずかな車両質量Ｍ及びわずかな車速
ｖＦｚｇを有する車両１００においては、より迅速に対応することが可能であり、その結
果、区間部分Ｄをより小さく選択することが可能である。
【００５５】
　このとき、区間部分Ｄは、区間部分始点ＤＳと区間部分終点ＤＥによって設定され、こ
れら区間部分始点及び区間部分終点の両方が運動エネルギーＥｋｉｎ及び走行ダイナミク
ス車両パラメータｖＦｚｇ，Ａ，Ｂ，Ｍ，Ｐに依存する。車両１００の実際の位置Ｐにお
ける地形１１に応じて、区間部分始点ＤＳが車両１００の応答特性に依存する。車両１０
０がより大きな最大限使用可能な駆動トルクＡ又はより大きな最大限使用可能なブレーキ
トルクＢを有していれば、上り勾配１２又は下り勾配１３において、車両目標速度ｖＳｏ
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ｌｌにおける起こり得る変更へより迅速に応答することが可能である。したがって、車両
目標速度ｖＳｏｌｌの演算時に、あるいは演算係数Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚに対して、よりわずか
な最大限使用可能な駆動トルクＡあるいは最大限使用可能なブレーキトルクＢに基づきよ
り後の時点で初めてこれに対応して道路へ向けられる加速度がもたらされ得る車両１００
の場合よりも近くで車両１００に位置する区間情報Ｉが重要である。
【００５６】
　同様のことは、運動エネルギーＥｋｉｎあるいは車両質量Ｍ及び実際の車速ｖＦｚｇに
依存して車両１００の近傍に位置するか、又は更に離れている区間部分終点についても当
てはまる。この場合、このことは、同様に、特に運動エネルギーＥｋｉｎを有する車両１
００がどのくらい強く加速又は制動され得るかを設定する最大限使用可能な駆動トルクＡ
又は最大限使用可能なブレーキトルクＢに依存する。
【００５７】
　したがって、前方に位置する区間部分Ｄにおける区間情報Ｉのみが、演算係数Ｗ，Ｘ，
Ｙ，Ｚを算出する、外部の演算ユニット１０におけるアルゴリズム１６に提供される。な
ぜなら、この区間情報は、燃費を抑えた車両目標速度ｖＳｏｌｌの決定のためには十分で
あるためである。これにより、演算時間及び演算の手間並びに外部の演算ユニット１０に
おけるデータ量を最適化することが可能であるとともに、クラウド信号ＳＣｌｏｕｄの伝
達されるべき信号長さを低減することが可能である。クラウド信号ＳＣｌｏｕｄを介して
車速ｖＦｚｇも、また車両質量Ｍも定常的に最新で外部の演算ユニット１０に伝達される
ことにより、前方に位置する区間部分Ｄが、外部の演算ユニット１０において、運動エネ
ルギーＥｋｉｎ及びアルゴリズム１６に依存して定常的に提供されることが可能である。
【００５８】
　同様に、車両目標速度ｖＳｏｌｌも演算係数Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚに基づき制御装置２におい
て決定することができ、同様に、車両目標減速度ｚＳｏｌｌを得るために、例えば最大限
使用可能なブレーキトルクＢ、最大限使用可能な駆動トルクＡ、車両質量Ｍ及び区間情報
Ｉ、例えば上り勾配及び下り勾配１３が適切に重み付けされる。
【００５９】
　車速ｖＦｚｇをアダプティブに閉ループ制御する方法は、例えば以下のように実行され
得る：
【００６０】
　最初のステップＳｔ０において、速度閉ループ制御装置２００が、例えば適当なスイッ
チを運転者が操作することで始動される。第１のステップＳｔ１において、車両基準速度
ｖＲｅｆが好ましくは運転者によって設定される。任意で、第２のステップＳｔ２におい
て、上限速度ｖｏ及び下限速度ｖｕを設定することが可能である。　
【００６１】
　第３のステップＳｔ３では、実際に車両１００において存在し、車両１００における適
当な装置３，４，５，ＡＳ，ＢＳによって提供され得る走行ダイナミクス車両パラメータ
ｖＦｚｇ，Ａ，Ｂ，Ｍ，Ｐが決定される。これらは、第４のステップＳｔ４においてクラ
ウド信号ＳＣｌｏｕｄを介してネットワークＮにおいて外部の演算ユニット１０へ送信さ
れる。
【００６２】
　この外部の演算ユニットは、第５のステップＳｔ５において演算係数Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚを
算出し、これら演算係数はアルゴリズム１６から提供され、このアルゴリズム１６は、例
えばシミュレーションを用いて、又は経験値に基づいて演算係数Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚを算出し
、複数の位置Ｐについてのこれら演算係数をマップシステム１５にメモリする。車両パラ
メータｖＦｚｇ，Ａ，Ｂ，Ｍ，Ｐがクラウド信号ＳＣｌｏｕｄを介して外部の演算ユニッ
ト１０へ送信されると、車両１００の適当な位置Ｐについてのメモリされた演算係数Ｗ，
Ｘ，Ｙ，Ｚが読み出され、伝達のために提供される。第６のステップＳｔ６では、演算係
数Ｗ，Ｘ，Ｙ，Ｚが、例えば移動体通信信号又はこれに類するものを用いてクラウド信号
ＳＣｌｏｕｄを介して制御装置２へ送信され、制御装置では、第７のステップＳｔ７にお
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いて、車両目標速度ｖＳｏｌｌ及び／又は車両目標減速度ｚＳｏｌｌが演算される。これ
に代えて、第７のステップＳｔ７を、あらかじめ外部の演算ユニット１０において実行す
ることができ、その結果、車両目標速度ｖＳｏｌｌ及び／又は車両目標減速度ｚＳｏｌｌ
がクラウド信号ＳＣｌｏｕｄを介してあらかじめ送信される。　
【００６３】
　最後のステップＳｔ８では、車両目標速度ｖＳｏｌｌを場合によっては適当な車両目標
減速度ｚＳｏｌｌによって調整し、したがって実際の車速ｖＦｚｇを厳秘を抑制して運転
者によってあらかじめ設定された車両基準速度ｖＲｅｆへ近づけるために、車両１００の
ブレーキ６及び／又はエンジン７及び／又はトランスミッション８が速度閉ループ制御装
置２００によって制御される。
【符号の説明】
【００６４】
　１　　　　　　車両１の車輪
　２　　　　　　制御装置
　３　　　　　　位置決定システム
　４　　　　　　質量決定システム
　５　　　　　　車輪回転数センサ
　６　　　　　　ブレーキ
　７　　　　　　エンジン
　８　　　　　　トランスミッション
　１０　　　　　外部の演算ユニット
　１１　　　　　地形
　１２　　　　　上り勾配
　１３　　　　　下り勾配
　１４　　　　　制限速度
　１５　　　　　マップシステム
　１６　　　　　アルゴリズム
　１７　　　　　インターネット情報サービス
　１８　　　　　カーブ
　１９　　　　　区間狭小部
　２０　　　　　交通情報
　２１　　　　　周辺センサ
　１００　　　　車両
　２００　　　　速度閉ループ制御装置
　α　　　　　　カーブ半径
　Ａ　　　　　　最大限使用可能な駆動トルク
　ＡＳ　　　　　駆動制御装置
　Ｂ　　　　　　最大限使用可能なブレーキトルク
　ＢＳ　　　　　ブレーキ制御装置
　Ｄ　　　　　　前方に位置する区間部分
　ＤＥ　　　　　区間部分始点
　ＤＳ　　　　　区間部分終点
　Ｅｋｉｎ　　　運動エネルギー
　ＧＳ　　　　　トランスミッション制御部
　Ｉ　　　　　　区間情報
　Ｍ　　　　　　車両質量
　Ｐ　　　　　　位置
　ＳＣｌｏｕｄ　クラウド信号
　ＳＵ　　　　　周辺センサの信号
　ｔ　　　　　　時間
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　ｖＦｚｇ　　　車速
　ｖｍａｘ　　　最大速度
　ｖｏ　　　　　上限速度
　ｖＲｅｆ　　　基準速度
　ｖＳｏｌｌ　　車両目標速度
　ｖｕ　　　　　下限速度
　Ｗ　　　　　　第１の演算係数
　Ｘ　　　　　　第２の演算係数
　Ｙ　　　　　　第３の演算係数
　Ｚ　　　　　　第４の演算係数
　ｚＳｏｌｌ　　車両目標減速度
　Ｓｔ０，Ｓｔ１，Ｓｔ２，Ｓｔ３，Ｓｔ４，Ｓｔ５，Ｓｔ６，Ｓｔ７，Ｓｔ８　方法ス
テップ

【図１】

【図２】

【図３ａ】

【図３ｂ】
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